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新知的創造サイクルの創出
キヤノンNPシステム複写機の開発について
陳 愛 華
は じ め に
いままで,事 業の 自由度を保つ活動,い わゆる権利確保活動 と,顧客向けの活動,い わゆる
マーケティング活動は,多 くの企業の中に,二 つ独立 した課題であ り,特許戦略 と製品戦略は
同次元ではないという現状である.
佐 々木 ・永田 ・平田 ・長谷川 ・遠山[2]の研究では,特許戦略 と製品戦略は技術選択を介 し,
ともに進むものであると指摘 している1).
本論は1950年代後半から1980年代の初期に至 り,特許戦略の活用によりNPシ ステム2)複
写機の開発に大いに成功を収め,ま たNPシ ステムの開発 を経て,特 許部門を充実 してきたキ
ヤノンの事例 を通 し,特許戦略 と製品戦略の共進化の一成功例 として取 り上げる.
1.NPシ ステム複写機 の開発背景
1.1当 時,世 界 の複写機(1950年代～1960年代)
1950年代か ら1960年代にかけて,当 時の複写機技術 には,① 電子写真方式,② ジアゾ方式
(いわゆる青焼き),③拡散転写方式,④熱転写方式,な どがある.1950年代の主流はジアゾ方
式だったが,60年代の主流は電子写真方式 となった.し か も,電子写真方式のコピーの質が最
も優れている.さ らに電子写真方式には,ゼ ロックス方式 とEF(Electro　Fax)方式がある.
(図1)
ゼロックス方式 は,い ったんセレン感光板 に写 した像を普通紙などに転写する間接式で,
PPC(Plain　Paper　Copy:普通紙 コピー)方式 と呼ばれる.こ の方式はゼロックス社が600件以
上の特許を持ち,独 占を保 って高額な製品を出 していた.
一方,EF方式 は酸化亜鉛感光紙 を使 う直接式 で,ア メリカRCA(Radio　Corporation　of
l)後節で詳しく説明する.
2)本論では,NPシステムをNP方式とも呼ばれる。
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American)社が特 許 を持 ってい たが,特 許供与 に応 じて いたので,世 界 のい くつか のメー カー
が製品化 し始めて いた.
そ して,1960年,ゼロ ックス社が,世 界初 の電子式全 自動乾式複 写機3)「ゼ ロ ックス914」(写
真1)を 発売 し,爆 発 的 な成功 を収め,日 本 市場 に もしだい に シェアを伸 ば し始 めた.
図1:当時世界の複写機技術
写 真1:ゼ ロ ッ クス914
出所:富 士 ゼ ロ ック スHP「 技術 革新 の 歩 み」
http://www.fujifilm.cojp/corporate/tech/advance.html
3)乾 式 複 写 機:複 写 機 に は乾 式 と湿 式が あ り,乾 式 が よ く使 わ れ る.こ こ で言 う 「乾 式 」 とは現 像 剤 や ト
ナ ー が粒 子 状 の もの を指 して い る.
1.2キ ヤ ノ ンの狙 い
それで は,な ぜ キヤノ ンは複写 機業界へ進 出 したか,そ の理 由があ った.当 時,製 品開発研
究 課課長 であった 山路敬 三4)はヨー ロ ッパ のあ るフ ィルム工場 に見学 に行 った と き,見 学先 の
技術 者か らあ る言葉 に衝撃 を受けた とい う.そ の人は,カ メ ラが フ ィルムバ ーナー(filmbur-
ner)であ り,フ ィル ムを焼 いて くれる.そ の ため,カ メ ラメーカーの キヤノ ンを感謝 しな けれ
ばな らない とい った.そ れ と別 に,1960年,ア メ リカで 開かれた事務機器 の見本市 に,当 時,
技術 者で ある田中宏5）は,ゼ ロ ックスが 開発 した世界初 の普通紙 複写機 に も衝撃 を受 けた とい
う.複 写機 を開発す れば,そ の追随で ある付属 品や消耗 品,サ ー ビス な どに 目指す こ とがで き
るか らで ある.
2.NPシ ス テム 複 写機 の 開発 経 緯
キヤ ノ ンは電子写真 の開発 を,1962年製品研究課 で 田中宏 の手 によって本格 的に開始 した.
同時 に,他 社 の動 きも活 発 にな り,キ ヤ ノ ンの販売部 門 も複写機 分野 での 自社 製 品の出現 を熱
望 して いた.そ こで1962年ごろか らア メリカの ドキ ュマ ッ ト社 の銀塩 式全 自動複 写機 「ドキ ュ
ス タッ ト」 を試験 的に輸入 した.50円 硬 貨 を投 入す る とB5判 までの コピー を1枚 取 り出す こ
とがで きる とい う機械 で,販 売 部門で はこれ を店頭 サー ビス等 に用い,複 写機市場へ の模 索が
始 まった.
2.1キ ヤ ノ ンの複 写 機 へ の 初挑 戦Eプ ロ ジ ェ ク トとキ ヤ ノ フ ァ ック ス1000
1964年9月,キ ヤノ ンの経営 陣がか ねて待 望 していた新製 品であ るため,電 子複写機 の製 品
化 の方針 が決定 され た.ま ず,ト ップシ ェアであ るゼ ロックス方式 か らで はな く,EF方 式の
複 写機 キヤノ ファ ックス1000(写真2)の 開発 を行 った.そ の理 由は,ゼ ロ ックスの間接 式の
特 許が600件以上 もあって,同 種 製品の 開発 はまず不 可能 とされてい たためであ った.一 方,
EF方 式 はRCA社 か ら特 許導入 の 目途 も立 ったため,EF方 式 を応用す るEプ ロジェク ト6)が
編 成 され た.Eプ ロ ジェク トで は導入段 階の商 品化 と して,ま ず 「キヤノ フ ァックス1000」を
開発 し,1965年5月 の ビジネス シ ョーでそ の試作 機 を発 表 した.高 画質1分 間6枚 のB4判 全
4)山路敬三:日経連副会長 ・環境安全特別委員会 委員長,日本テトラパ ック株式会社 取締役会長,キ ヤ
ノン株式会社 元社長 ・名誉顧問,(社)日本能率協会 常任理事 ・審査登録センター上級経営管理者,国 連
大学ゼロエ ミッションフォーラム会長,2003年12月26日に辞世.
5)田中宏:元 キヤノン専務 副会長,キ ヤノン顧問.ゼ ロックスの複写機を対抗するために,キ ヤノンの
複写機NPシ ステムを開発したリーダの一人である.
6)EプロジェクトとはEF方式の複写機の開発プロジェクトのことである。
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写 真2:キ ヤ ノ フ ァ ッ ク ス1000
出所:『 キ ヤ ノ ン史 技 術 と製 品 の50年 』 〔5〕
自動乾式 複写機 で70万 円前後 とい う仕 様 は,当 時 のゼ ロ ックス914に も十分対抗 で きる もの
で,翌1966年5月 発 売 した.
しか し,「この3ヶ 月後 に㈱ リ コーか ら1分 間2枚 の湿 式手 動給 紙複 写 機7)BS-1が29万
8000円で発売 され,市 場 の傾 向は昭和40年 不 況 と も相 まって,高 画 質 よ りは低 価格 の簡易型
湿 式EFに 向か って商 品開発が 進 め られ た」8).その よ うな状 況で,1966年,キ ヤノ ン も湿式
EFを 開発 し始 め た.同 時 に,オ ー ス トラ リア の電 子 写真 研 究 会社RLA(Research　Labor-
atories　of　Australia　Pty.Ltd.)に現像剤 の開発 を委託 す る一方,酸 化亜鉛 紙の 自社生 産の研究
を行 なった.
この状況 で,キ ヤ ノンは湿 式EF複 写機 が海外OEMを 主 とした.し か し,装置が廉価 になっ
て も強力 な販 売網が なけれ ば販売 につ なが らない.キ ヤ ノ ンは販 売網 をす で にもつ海外 販売委
託先(ス コッ ト社[ScottPaperCo.]グル ープ)に その活路 を見 出 して いった.海 外優先 形態 は
国 内販 売 経路 の確 立 す る1972年まで続 き,以 降 は1978年まで 国 内 で も販 売 した.た だ し
RLA社 との共 同開発の形 か ら発 展 した合 弁会社III社(ス リー ・ア イ社)を 介す る形 を とった.
しか し,こ の よ うなEF方 式 を応用 した製品 開発 は,キ ヤ ノ ンの 自社 独 自な技 術 を追求す る
こだわ りとは違い,や は り,キ ヤノ ンが 目指 すべ きの は,ゼ ロ ックス の特 許 に関係 しないPPC
方 式で ある と認識 された.製 品開発研 究課課 長の 山路敬 三 は,当 時の様子 を著書9)の中で次 の
ように語 った.
製 品研 究課の本命 はあ くまで複写機 それ もPPC,そ のため に人 を どん どん採用 しま し
7)ここで言う 「湿式」とは現像剤や トナーが液体のものを指している.
8)『キヤノン史 技術と製品の50年』[5]p.82に参考.
9)山路[6]に参照.
た.当 時 のキヤ ノ ンで電子写真 の専 門家が 田中宏 しかい なか ったわ けです か ら,外 部 か ら人材
をス カウ トする しか なか った.私 は よ く言 うのです が,キ ヤ ノ ンにお ける複 写機 の開発 とい う
のは まず 人の開発か ら始 まった…….何 しろ,ゼ ロ ックス社 の壁 を破 ろ うと燃 えてい ましたか
ら,本 当に一所懸命 口説 い て回 りま した.
2.2NP(NewProcess)方式 の 開発 プ ロ セス
自社 独 自な技術 を追求す るため,キ ヤ ノンはEF方 式 に よる製 品開発 を進 め る一方,す で に
1962年ごろか らPPCの 研 究 も始め ていた.ゼ ロ ックス方式 の基 本 とな るカール ソンプロセス
は,き わめて シンプルなプ ロセスであ った.感 光体(Se:セ レン)の 上 を暗所で帯 電 して,プ
ラス電荷 を与 え,そ して暗所 で イメージ露光す る.す る と光 の当た った ところだけ電荷が逃 げ,
これで電荷潜像 がで きる.そ れに対 し,現 像剤 を振 り掛 け る と,電 荷 の残 ってい る ところ に現
像剤 を付 き,そ れ を紙 に転写す る.転 写 して紙 に塗 った トナ ーを熱で溶 か し,こ れを定着 させ
る.そ して ドラムを再使 用す るため に,表 面 をクリーニ ングす る とい う方 式であ る.特 許で一
番 基本 になってい るのが,こ のプロセ スで,当 時 の 「基本特許」 であ る.(図1に 参照).
どうす れ ばゼ ロ ックスの特 許 に触 れ ない ようにPPCに 参入 で きるだ ろ うか とキヤ ノ ン社 内
では種 々検 討 され た.帯 電 露光 で は潜像 で きない方 式であ れば,こ の基本特 許 を回避 で きる
と考 え,こ れが突破 口だ と認識 された.
た とえば,ま ずチ ャージ レスプロセス1°)とい う現像 法が注 目された.こ れ は,帯 電工 程 な し
で光像 露光 に よって生 ず る光起電 力 を利用 して現像す る もの であ り,現 像 として は面 白いが,
実 用性 か らみ る と不 十 分 の感 があ った とい う.ま た,1960年に発 表 されたPIP(Persistent
Internal　Po arization)方式11)にも注 目した.こ の方式 は,永 続性 内部分極 とい う,物 質内特異
現像 で あったが,複 雑 で とらえに くい技術 であ った.さ らに,ム ーアの特許12)も検討 した.こ
の特 許 は,基 礎 的理 論が分 か りやす く高感度材料,た とえば,CdS(硫化 カ ドミウム)を 使 うこ
とも納得 で きる もの であ る.
Eプ ロ ジェク トの田中宏 らは,特 許課の丸 島儀 一13)らを交 えて,ム ーアの特許 の追試な どを
根気 よ く続 けた.そ の際,社 内 には カメラ露 出計用 のCdS(硫 化 カ ドミウム)サ ンプルが多量
10)チャージレスプロセス(ChargelessProcess):帯電と外部電場を用いず,光起電力あるいはデンバーの
効果によって,生ずる弱い静電場を利用する画像形成法である。
ll)光導電性絶縁材料に光照射と同時に電場を加えて,材料内部に生成した電荷を分極させて トラップさせ
ることにより,光照射および電場を解除後も有限時間分極状態を保つ現象
12)Moore,米国,1964年公告,RCA社
13)丸島儀一:弁理士.早稲田大学客員教授 キヤノン顧問.早稲田大学卒業後,キ ヤノンカメラ(現キヤ
ノン)入社,弁理士登録,特許部長,特許法務センター所長,専務取締役を経て,2000年から同社顧問.
各種団体の知的財産関連の要職や委員を歴任している.
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にあったことか ら,実験材料に不足することはなかった.そ のCdSを感光体に用い,これに絶
縁層を被せた.CdS(硫化 カ ドミウム)粉 末をさまざまなバインダー樹脂 と組み合わせて一つ
一つの性能を試す地道な作業を繰 り返す うち,1965年になって,従来のどの方式 とも異なる複
写方式であるNP(NewProcess)方式を発明し,同年7月,そ の特許を出願 した.
NP方式のプロセスはこれに対 しコロナ放電で+電 荷 を与え,次 に像露光 と同時に交流 コロ
ナ放電をし,徐電する.そ して全面露光をするという三段階のプロセスである.2層 感光体を
使 うゼロックス方式 とは異なり,① フレキシブルも可能なベース層に,② 高感度感光層,③ 機
械的,化 学的,電 気的に安定な静電像保持層,の 機能分離型3層 感光体を使っている.
CdS(硫化カ ドミウム)の 感光体の上に絶縁層を被せたことで,ク リーニングについても全
く違う方法が可能 となった.当 時のゼロックスのSe(セレン)は非常に柔 らかい素材で,特許
の中にはこれを傷つけないための技術が多数含 まれていた.し かし素材の違いか らそういった
技術が必要な くなり,ブリー ドクリーニング'のというそれまでは考えられなかった方法が発明
された.
これによって,世界最高の感度,パ ンクロマチック15),廉価長寿命の感光体を利用 した,しか
もゼロックス特許に関係 しないシンプルな複写機を実現することがで きた.
1966年,最初の実験機の試作.1967年10月に,NPの特許第1号 が公告になった.1968年
4月,「第三の電子写真方式 ・キヤノンNPシ ステム」の原理発表を行い,賛 嘆の声を得た.引
き続 きハノーバー ・メッセに出品し,話題 を呼んだ.同 年7月,NP普 通紙複写機NP-llOO(写
真3)の 製品化 を決定 し,1970年9月発売,価 格88万円であった.
また,新 しい保守サービスシステムとして,TG(トータルギャランティ)システムを発足さ
写 真3:NPIIOO
出 所:『キ ヤ ノ ン史一 技術 と製 品の50年 』〔5〕
14)ブリー ドク リー ニ ング(BladeCleaning),トナ ー像 の 転 写後 感 光 体 に残 存 す る トナー をブ リー ドに よ り
掻 き取 る ク リー ニ ング方 法 板 状 ゴム部 材 を用 い た単 純 な構 造 で,駆 動部 分 もな い こ とか ら,現 在 多 くの
電 子写 真 機 器 に用 い られ て い る.
15)感光 性 が 可 視 光 の範 囲 とほ ぼ一 致 し,肉 眼 で 見 るの と近似 した明 暗 を表 現 で きる 白黒 の こ と.
せた.こ れは一切の消耗品,サ ービスパーツ,保 守サービスをキャランティする代わ りに,複
写使用枚数に比例する料金を徴収するという新 しいサービスシステムであった.
2.3特 許戦略 の萌芽
NP方式開発プロセスを考察 し,その中から特許戦略の萌芽が見 られた.ま ずその開発活動
自体 は,特 許担当者 と技術者の頻繁な交流によるものであった.そ して,他 社の特許を突破口
であったため,遂 に自社特許に関する戦略的な考え方 も形成されてきた.さ らに,対外的には
NPシステムの開発 とともにゼロックスとの特許戦争 も開始 した.具 体的に次のように論述 し
よう.
(1)特許担当者&技 術者
ゼロックスの特許はおよそ600件あまりで,厳密的な特許体制で複写機の事業を固めていた.
当時特許担当の丸島儀一氏は600件の特許 をすべて熟読し,ゼ ロックス特許に抵触するものを
熟知した.つ いに,CdS(硫化カ ドミウム)でSe(セ レン)に代替することにより,ゼ ロック
ス方式と全 く違うプロセスで像を得 ることができたのである.
丸島儀一氏が唱えていたのは,特 許担当者 は商品開発の源流に入 り込むことである.開 発当
初から,彼 は 「本職は特許課,現 住所は製品開発課」 というぐらい,当 時特許課にいる時間よ
り製品研究課にいる時間が長かったが,そ れは全 く 「個人的な情熱」であった.ま た,彼 は次
のように述べていた.特 許担当者が机に座 って仕事 をしていてはいけない.と にか く担当
す る技術の開発部分に入 り込みなさい.… …そこで開発の技術を理解 し,ど ういう特許を取っ
たらよいのかとい うことに特許の人間 も関わ りなさい.… …特許担当者 と開発の人間が一体に
な り,事業の展 開を考 えなが ら特許を取ってい くとい うのが,最 も良い特許を取る方法であ
る16).
こうして,複 写機の開発を通 してキヤノンの文化が変わってきた.ゼ ロックスの特許を破る
ことにより,技術者たちの特許に対する考え方も変わった.自 分たちは他社の特許網を突破 し
たため,逆 に自分たちの成果をそうされたくない,と いう気持ちが出てきたという.技術者が
積極的に特許を出願するようにな り,様々な技術が詰め込まれた複写機に関する発明がどん ど
ん出始めた.
それに対 し,丸 島儀一氏の著書の中に次のような記載もある17).
この頃はこうした作業を続けなが ら,同時に開発現場の実験や研究を観察 した りア ドバ
イスをした りしていました.ま た特許 も一度パッとできあがるものではなく,周辺の発明が積
16)丸島[4]pp.32-35に参照.
17)丸島[4]p.29に参照.
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み上がって少 しずつゴールに近づいたのです.そ れらの発明を特許出願する仕事を私はほとん
ど一人でこなしていた,… …だから,こ のごろそうした発明 もどんどん出て くるので,そ の出
願の手続 きだけで も大変 な仕事量で した.
(2)戦略的な特許の考え方
複写機を開発する前に,カ メラ事業において,特 許の考え方が防衛的な考え方であった.そ
れは,機 械式のカメラは既に技術的に成熟 していたため,あ る特許がないと物ができないとい
う程の基本特許はすでに存在 していなかった.そ うなると,カメラ各社が大切にしていたのは,
自社で設計 した物を真似 されないようにするという姿勢 になる.攻 めるのではなく,守 りにな
る.基 本技術的にどこの会社 も同じようなカメラを作っているが,自 分の設計したレンズ,自
分の設計 したカメラ,こ れは真似 されたくないという発想である.こ れを守 りの特許 というこ
とになる.
しか し,複写機を開発 したときの考え方は,攻 めの特許になったのである.要 するに,相 手
が入 ってくるのを阻止 しよう,自社の事業 を守ろうという意味である.考 え方の視点が全 く違
う.守 りも当然前提 としていたのだが,単 に守 りではない.特 許取得する際の考えで遡 るか,
そういう基本的な考えの違いが出来た.さ らに事業を守ろう,参 入を阻止 しようということに
なると,実 施する特許だけではな く阻止するための特許も必要になる,事 業を守るという発想
と自分の作った物を守ろうという発想では,全 く意味が違う.そ ういうところか ら,戦略的な
特許の考え方が育ってきたのである.
守 りか ら攻めへの特許マインドの変化が,キ ヤノン社内に芽生 えて,カ メラ文化 と事務機文
化の二つの文化が社内にできあがった.カ メラに関しては,あ る意味ではすでに トップレベル
にあるため,従 来型の守 りという感覚が強い.一 方,事 務機の電子写真に関しては,す でに積
極的に特許で事業を守ろうという意識が高 まっていたため,双 方では特許に対する考え方が大
きく分かれてきた.
(3)ゼロックス との特許戦争
ゼロックスが構成 した強固な特許網を打破することにより,その事業の独 占も当然影響 し,
ゼロックスも動 き出 した.NPシ ステムを発表 した直後,ゼ ロックスか ら二人の使者が派遣さ
れ,NP方式 を観察 した.そ の後NPシ ステムをカバーするような特許をオース トラリア,イ
ギリス,ド イツと日本に出願するなどの動 きが出た.そ の特許が認め られたのは日本の特許庁
だけであったが,キ ヤノンによる異議申立により,最終的には権利取得はできなかった.
当時,キ ヤノンはすでに他社にライセンス使用契約 を出 していた.も し係争に負けるような
ことがあれば,ラ イセンシーが困難に陥る.そ れを守るために,ゼ ロックスの特許を通すわけ
にいかなかった.そ のため,非 常時には訴訟 を起こすための体制 も整ってきた.
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交渉 した結果,ゼ ロックスからキヤノンとのクロスライセ ンスを申し入れてきた.様 々な理
由が考えられるが,ま ずキヤノンのNPシ ステムは,ラ イセンス供与 などを通じて次第にシェ
アを伸ばしていた.そ して特許件数も,周 辺の ものを加えると1500件以上になっていた.と
くにブレー ドクリーニングは,感 光体の改良に伴ってゼロックスも是非ほしい特許の一つだっ
たと思われる.
1978年,丸島氏は交渉役 として,ゼ ロックスとの契約書 に署名 し,ゼロックスとの戦いの中
に,キ ヤノンはゼロックスの特許を巧妙に回避することにより,ついに全勝 した.
2.4NP方 式に よる製 品化 の成功
前節2.2のス トーリを続き,1967年,NPシステム第一号の誕生とともに,「右手はカメラ,
左手は事務機」が年頭の挨拶 として宣言 され,多 角化方針が決め られた.さ らに,1972年11
月,世界に先駆 けて実用化 に成功 した湿乾式PPC18)の最初の製品,NP-L7(写真3に 参照)が
誕生した.
それは,複 写機業界のみならず日本の事務機器産業での革命的な事象であった.キ ヤノンが
「PPCは乾式でなければな らない」,「乾式PPCの特許はゼロックスが完全に押 さえている」
という二つの神話は完全に崩壊 し,最終的には世界のPPCの過半数がこの液乾式PPC方式を
採用 した.
そして,NP方式はアメリカに 「技術輸出」され,100万ドルの破格 な値段でしか も複数社相
手に契約が成立 し,一連の契約成立はキヤノンの内外に大 きな反響 を巻 き起 こした.第 一に,
写 真4:NP-L7の 高 級 版NP-L7a
出所:『 キ ヤ ノ ン史一 技 術 と製 品 の50年 』 〔5〕
18)NP液体 現 像PPC(普 通 紙 コピー)の 開 発 に よ り,当 時PPCは 乾 式 しか な く,PPCで あ りなが ら液体 現
像 液 を使 う湿 式 で あ る とい うこ とで,「液 乾 式 」 とい う呼 称 に な った.(丸 島[4],p.51に参 照)
技術輸出自体がまだ少なかった時代 に100万ドルという破格な値段で,し かも複数社相手に契
約が成立 したこと,そ して第二に,日 本の技術導入 ・大量生産輸出というブーメラン効果にア
メリカが拒否反応を示 していた時点のタイムリーな成果であったことなどから,当 時,快 挙の
名 に値する出来事であったという.
さらに,経営陣がかねてか ら熱望していた製品(複 写機)販 売か ら消耗品(ト ナー ・ドラム)
販売,サ ービス(メ ンテナンス)販 売,さ らにはソフ ト(特許 ・ノウハウ)販 売への展開を,
今回の技術輸出をもって実現 し得た.そ れらはすべて,1973年秋の石油ショックをはじめた経
営危機を乗 り切 る助けとなった.「独 自技術に賭ける」キヤノンの方針に,技術者たちが改めて
自信 を深めたことなど,その効果は大 きかった.
3.NPシ ステム開発前後のキヤノンの特許戦略の比 較
それでは,NPシ ステム開発前後,キ ヤノンの特許戦略がどのように変化 してきたか,そ し
て,そ の原因がどこにあるのかを見てみ よう.
3.lNPシ ステム複写機 の開発前の特許状 況(図2)
(1)出願件数
『キヤノン史 技術 と製品の50年』の中に,次 の内容が記載 されている:
戦前1933年か ら1945年半ばまで,ま だ精機光学研究所の時代であったキヤノンの特
許や実用新案の出願件数は,累積で数十件に達 していた.… …戦後早 くも登録第一号 として,
「フォーカルプレーンシャッターに於ける反動防止装置」の実用新案登録第359307号が1947
年11月14日登録され,再 興後の活発な開発活動を裏付けている.特 許,実 用新案の登録件数
は,その第1号 以降,1950年までの間に50件を超え,その中には,スピー トライ ト同調用のX
接点を組み込み好評 を博 したIVSb型の開発に関連 したフラッシュ装置等の発明も見 られた.
……各製品の研究開発が進むにつれ,こ の開発の増進の尺度 ともいえる工業所有権の登録件数
もしだいに増加 した.1955年には年間21件であったが,1956年15件,1957年35件,1958年
50件を超えるまでになった.… …また,1960年ごろから開始 したミラーカメラの開発を支え
るべ く,特許 ・実用新案 を合わせて20件もの出願 を行っている
キヤノンの創業当時から,知 的財産権利 を重視する社風,上 記の記載からその一端を窺える
と言えよう.出願件数 も創業時から増加する傾向が見られる.た だ,そ の時点ではまだ戦略的
に展開されているとは言えない.
-92一
図2:NPシ ステム開発前の出願状況
出所:筆 者作成
(2)出願 内容
戦後 会社 が一時 的に解 散 したが,再 興後,カ メラ を中心 とした製 品開発 が始 ま り,そ の成
果 を 「工業所有権 」'9)として権 利化 して きた.出 願 内容 の多 くカメラ関係 で 占め られて いるが,
X線 間接撮 影 カメラに関す る発 明 も含 まれてい る.
その後,出 願 内容 は開発 活動 に応 じて多様化 し,た とえば シ ンクロ リー ダー20)の開発 に力 を
入 れた時代 には,磁 気,録 音機 関係 の 出願 が カメラのそれ よ りも多 い とい う現象 も見 られた.
その ほか,磁 気 ヘ ッ ド,テ レビカメ ラ,印 鑑 照合機 な ど多種多様 な特許 ・実用新案 が出願登録
されて いる.
一方,カ メ ラに関 して当然 のこ となが ら旺盛 な開発 活動 は続 き,こ の時期,注 目すべ き発明
として これ らは後 に発 明協 会 か ら発 明表彰 を受 けた.た とえば,「フ ラッシュ同調 装置」(特許
登録 第229067号)や 「シネカメ ラにおけ る巻返 し装置」(特許登録 第279973号)などが ある.
全体 的 に見 れ ば,発 明の 内容 はカ メラを中心 に権利化 す る ものであ り,製 品開発 の過 程 にお
19)工業所有権とは,特許権,実用新案権,意匠権,商標権の総称である.知的財産権の領域の一つであり,
主に企業活動に関するものである.近年,産 業所有権と呼ばれるようになった.
20)シンクロリーダーとは東京工業大学の星野教授の考案に基づ く新しい磁気録音装置と録音媒体で,利用
者は再生された音を聞きながら,表面の印刷物を見ることができるわけで,みると聞くとが同調して行え
る.キヤノンのAV分 野への進出第一号であったが,商品として失敗に終わった.し かし,その開発によ
り,次の時代における電子式卓上計算機や映像技術に多いに貢献した.
いて特許が活用されていないと思われる.
(3)特許管理の組織構造
研究開発が,カ メラ ・光学機器か らさらに広い分野へ と広が り始めるとともに,1958年に技
術部の中に特許課が創設された.こ れにより特許部門は,開 発により得 られた成果を確実に権
利化することを目標により拡充 され,そ の後の事業の展開に対応 して知財活動を推進する体制
の基礎が作 られた.
当時の特許課に対 し,同社特許部長 として長年特許ビジネスを展開 した丸島儀一氏は次のよ
うに述べていた:
入社 して新入社員の実習 というのが三ヶ月ありました.私 も七月まで下丸子の工場で実
習の予定だったのですが,そ の実習の途中で急 に呼ばれて特許課 に配属になったのです.特 許
課の先輩たちがちょうど辞めるので,そ の引継 ぎの必要があったようです.そ んなわけで,所
属は最初から特許課でした.
特許課は,そ の年の三月にできたのです.1960年三月です.課 長はカメラ設計者で,IVSb
という名機を設計 した佐合義治 さんで した.そ れまで課ではなく,特許係だったのです.そ の
係の時代の人たちがほとんど辞めて しまって,課 長 も新任で した.私 の二年先輩の女性が一人
いて,あ とは男性が一人.そ こへ私が入って四人体制でした.
ところが どうい う事情か当時の御手洗社長が,前 任の先輩たちの仕事を外部の事務所 に監査
させたのです.そ うしたら仕事ぶ りが杜撰だと,そ ういう報告がきた というのです.そ こで社
内の特許担当者は,仕事 をするなという命令 を出しました.仕 事 をするなという意味は,出 願
明細書を書 くとい うような弁理士的な仕事はするなということです.そ れで私もほとんどやる
ことがなかったのです20).
そのように,1933年から1960年の問,キヤノンの知的財産活動が展開し始めたが,特許管理
組織 として,出 願を行 う事務的な作業にす ぎなかった.ま た,出 願の状況から見ても,今の多
くの企業 と同じくカメラやその関連技術の開発活動にいたるところまで出願を行い,権 利を取
得するところまで止 まっていた.特 に戦略的に特許を活用する動 きが見 られなかった.
以上,1960年の初期 まで,キヤノンの知的財産権において,戦略的な活動が見 られなかった.
しかし,こ の状況は,下 記の複写機NPシ ステムの発明により,大いに変化 した.
21)丸島[4]pp.17-18に参照.
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3.2NPシ ステム複写機 の開発後の特許戦略(図3)
3.2.1特許戦略の形成要件
NPシステムの開発により,キヤノンの事業多角化がついて走 り出し,キ ヤノン独自の特許
戦略が形成 されはじめた.ま た,そ の形成要件 は以下の4点 にあると思われる.
(1)人材の集結
NPシステムを開発する前 には,キ ヤノンはほとん どカメラ事業 しか展開 していなかった.
ベースとなる技術者層は,機 械 と物理であった.そ こにシンクロリーダーの開発が始 まったの
を契機に,電気技術者が大勢入社 した.さ らに複写機 を製品化す るということで,化 学や物理
の技術者 も入社 していた.こ のように電気,機械 化学,物 理と,「バランスよく技術者が揃っ
ている会社は当時では少 なかった」,山路敬三氏が懐述する.
そこでは技術者同士あるいは技術者 と特許の担当者が,互 いに学びあった.そ して自分達の
開発 を守ろうとい う意識が次第に芽生えて.事 業を守ろうという姿勢で特許を考えることが 自
然 に技術者の身に付いたのが非常に有意義なことと評価 されている.現 にNP方 式のスリース
テップで潜像 を作るというの も,実際に事業 に使ったのは一つの方法であるが,考 え方として
もっと他にもあった.結 果的に5通 りの方式 を出願 していたのである.
図3:NPシ ステム開発前の出願状況
出所:筆 者作成
多分野の人材が集 まり,互 いに学ぶ場を作 り上げたことにより,そ の後キヤノンの事業多角
化への展開の条件が整った.
(2)研究開発部門の拡大
事業多角化への展開に伴って,研 究開発部門において組織の拡大強化を行い,体 制を整備 し
ていった.1962年発足の製品研究課,1964年開発本部の設立時に開発部に格上げ強化された.
同時に,従 来主に材料技術の研究と分析試験 を担当してきた研究部は,部 レベルの研究室にな
り,開発部 とともに同本部の中に入った.1966年研究室と開発部が合体 して研究開発部が誕
生,1968年胴部は下丸子か ら目黒事業所に移転 し,スペース ・設備を拡充して翌1969年中央研
究所 となった.1970年1月に機構 を拡充 し,第1研 究部(材料,エ レメント関係),第2研究部
(映像 関係)を 設け,そ の下に7つ の研究室,3つ の開発室,1つ のプロジェク トを置いた.
同研究所の創設に当たっては,次 の3点 を基本方針 として打ち出した:1)事 業部の新製品
開発支援;2)技 術蓄積 に関するセンターの役割;3)潜 在的技術の顕在化促進
(3)プロジェク トの設置
1964年7月の組織改正で,初 めて 「プロジェク ト」が登場 した.こ れは,カ メラから事務機
へ と事業を多角化に推進 していく際に,固 定化 された専任の組織で進めていたのでは,時 間も
かか り開発のスピー ドも上が らないため,各 セクションか らエキスパー トを迅速に集めて機動
力 を発揮 し,機密 も保てるように配慮 した組織であった.
まず,1964年7月にカルバープロジェク ト(カルバー機器,マ イクロフィルムカメラ等の開
発がテーマ.略 称Kプ ロ)が発足 し,続いて同年9月 にエレク トロファックスプロジェク ト(複
写機 現像剤 感光紙.略 称Eプ ロ)が発足 した.Kプ ロは1年 半後にマイクロプロジェク ト
(Mプロ)へ と拡大発展 し,EプロではEF式 複写機か らPPCへと開発が進み,いずれもキヤ
ノンの事業展開の牽引者 となった.
その後,キ ヤノーラプロジェク ト(電卓,Cプ ロ,1966年1月発足),ファイバープロジェク
ト(光ファイバー,Fプ ロ,1966年1月),Sプロジェク ト(音響機器,Sプ ロ,Sはサウン ド
やスペシャルの意味,1968年8月),ミクロンプロジェク ト(超高解像力 レンズ,半導体製造装
置,非球面レンズ.ミ クロンプロ.1970年1月)と「戦略的事業プロジェクト」の発足が続 き,
いずれも多角化への先兵 となった.
(4)特許部門の拡充
研究開発部門活動の拡大に伴い,特 許出願 も増大 し,組織的にも特許部門の拡充をもた らし
た.
この時代区分において事業を多角化 していったことは,特 許の出願の技術分布を見ても明 ら
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かである.1960年代の初めには,カ メラ ・光学機器分野の出願が大多数を占めていたが,1960
年代後半になるにつれ電子写真分野の出願が40%を超 え,過 半数 に近づいて くるようになっ
た.こ のような工業所有権活動の活発化によって得 られた権利が,後 年,内 外企業に多数のラ
イセンスを許諾する基礎 ともなったのである.ま た出願件数は,1962年に特許,実用新案あわ
せて100件を超えることに至った.
このような背景か ら,特許部門では1969年9月,カメラ ・光学技術 などを扱う特許第一課に
加 えて,事 務機技術等 を扱 う特許第一課に加 えて,事 務機技術等 を扱う特許第二課を設けた.
さらに,1972,特許課 を特許部に変更 し,ス タッフ50人まで増員 した.
以上のように,キ ヤノンは複写機(電 子写真)の 開発 により,各分野の人材を集めることが
でき,研究開発部門もついでに拡大され,次 第に特許部門 も拡充 されてきた.そ れらの要件が
備 えられることにより,NP技術のさらなる成功およびそれに応 じた特許戦略の成功を遂げる
ことになった.
3.2.2特許戦略の増進
さて,NPシ ステムの開発 により,キヤノンの特許戦略がどのように進んできたのかを見て
みよう.
(1)権利取得の拡大(出 願の戦略)
60年代の後半か ら,特 に1970年代に入ってか ら,キヤノンの出願件数が急激に増加 し,NP
方式 に関する出願だけでは1500件も上っていた.
1980年代 に入ると,キヤノンの情報産業分野での業容が拡大 され,総合的な映像情報産業へ
と向かい,研 究開発活動 は一層活発化 した.そ の結果,研 究開発成果を保護し,ま た権利を活
用する観点から知財活動の規模 も一段 と拡大 していった.た とえば,電 子 ファイルなどに用い
られる光ディスクの記録媒体の出願件数が約200件,光カー ドシステムが約100件,バブル
ジェッ ト記録関係が約400件にも及んでおり,情報処理分野の事業の拡大を如実に示 している.
この時期におけるキヤノンの特許権利の価値が広 く認め られた例 としては,1983年に特許第
1040189号「電子写真法」で,ま た1984年には特許第1004095号「カメラの電動制御装置」に
対 して,それぞれの発明者が発明協会から表彰を受け,さ らに1984年には,連続変倍ズーム系
などの発明を対象 として,山 路敬三専務(当 時)が 紫綬褒章を受章したことが挙げられる.
また,特 許部門では,出願業務の効率化を目的として,1974年から電算機 による特許管理を
スター トさせていたが,1980年代に入ると,上記のような特許業務の急増により,大型電算機
を中心とした新たな特許管理システムの早期実施が認められるようになった.
そこで1984年から,EAGLE/PASSと名付け られた電算機による新 システムの開発に着手
した.こ のシステムは,発 明者の提案を受付てか ら権利登録に至 るまでの出願全体の管理を特
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許法務本部および各開発部門に置かれた端末を通 してオンラインで行うものである.さ らに,
このシステムは特許庁が1984年か ら推進 している電子出願による 「ペーパーレス計画」に対応
す ることも考慮 しており,1986年7月から稼働 している.
(2)組織の拡大一一特許法務センターから特許法務本部へ(組 織の戦略)
50人所属 されていた特許部は,1983年において,さ らに特許法務センターに進展 し,スタッ
フ100人あまり,技術分野ごとに担当を設置した.こ の特許法務センターには,製 品事業部に
対応 した三つの部 と技術要素別に対応 した4プ ロジェク トが縦横 に組み合わされて,事 業の拡
大 と技術の高度化に対応 したマ トリックス形態の工業所有権管理体制が作 られている.す なわ
ちカメラおよび光学機器 を担当する特許第一部,複 写機等の映像事務機を担当する同第二部,
そして計算機等の電子事務機およびビデオ機器を担当する同第三部が新設 され,それとともに,
これらの部単位の組織 とは別に各事業部間に共通する技術要素を効率的に管理すべ く,特定の
技術要素を担当する四つのプロジェク トが新設された.ま た,1980年代初期 において知財に関
連 した技術法務領域の問題が増加 している事態に対応 して特許法務管理部が新設されるととも
に,全 社的な特許戦略の企画業務 を担当する政策推進プロジェク トも新設 された.
1985年には特許法務セ ンターが再編 され,製品事業部対応の知的財産管理体制を維持 しなが
ら,複数事業部に共通する技術要素 を担当するプロジェク ト数 を14まで拡大 した.さ らに,
1987年9月には,こうした体制を一層強化すべ く特許法務セ ンターは特許法務本部へ と昇格 し
た.こ の新マ トリックス体制のもとで,全 社的観点から企業の利益 を追求する知的財産管理体
制が一段 と整備 されたのである.
また,1985年の組織の再編成で,製 品の研究 ・開発 ・製造から販売 ・流通に至る予防法学的
法務の一貫 した管理を目指 してその一翼を担 うべ く,特許法務管理部の中に法務管理課が新設
された.
すなわち,1985年の特許法務センターの再編および1987年の特許法務本部への昇格は,マ
トリックス体制の整備 と並んで,製 品法務における機動力を高め,係 争の発生を未然に防 ぐ予
防法務的機能を充実 させ ることを大きな狙いの一つ とした ものであった.
この組織の拡充にあわせて,1987年の特許法務本部の人員は150名を超 えるまでになった.
(3)通商問題を背景 とした係争(権 利行使の戦略)
80年代末,キヤノンの輸出比率は75%にも達 し,海外市場のウエー トが極めて高 くなり,特
許部門は,工 業所有権によりこのような海外での自社の事業活動 を保護 し,他社に対 してその
優位性を確保する役割 を担 っている.特 にアメリカは,キ ヤノンにとって最大の海外市場であ
るため,知 的財産活動でも最重要国に位置づけている.し たがって,同 国におけるキヤノンの
特許活動 も活発で,1980年代に入ってキヤノンはアメリカでの特許獲得のうえで,常 に世界の
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著名大企業 と並ぶ位置にランクされている.
一方,海外の事業活動規模が拡大するにつれ,キ ヤノンも何度か外国競合企業との問で,知
財 に基づ く係争を経験するに至った.こ れには,1980年代に入って,日本 と欧米諸国間の顕著
になってきた貿易摩擦問題が背景にあるといえよう.
アメリカでは,1981年にカメラ関連 した特許訴訟事件,1982年にマスクアライナーに関連 し
た特許訴訟事件,お よび複写機関連での米国国際貿易委員会(ITC)への提訴事件,1983年の
タイプライター用のプリンター関連のITC提訴事件等毎年のように事件の発生を見ている.
また,ECに おいては,い くつかの反ダンピング訴訟が 日本企業を相手 として起こされてい
る.キ ヤノンも84年には電子 タイプライター,1985年には複写機に関してそれぞれ反ダンピ
ングの調査 を受けた.EC委 員会の調査の結果,日 本企業は高率の関税 を賦課 されるように
なったが,こ れに対 して日本企業は,当 局が事実を反する反ダンピングを認定したと主張 し,
EC司法裁判所に控訴 した.ま たECは,日 本から輸入した部品にもダンピング関税をかける
ことを決定 している.
これ らの事件における相手方の主張は,日 本企業から見れば当を得ていないものが多い.し
かしなが ら,その背景に,欧 米 との貿易摩擦 技術摩擦がある以上,今 後 とも外国企業か ら訴
訟等の係争がおこされることはある程度不可避であるといわざるを得ない.し たがって,海 外
市場の比率の高いキヤノンも,こ の種の係争事件に有効 に対応できる体制を整えておくことが
不可欠となっている.
(4)他企業とのクロスライセンス等による共存(権 利行使の戦略)
1980年代 に入ると,世界の大企業の問では,他企業 とのクロスライセンスによって効率的な
事業展 開を行い,互 いに共存共栄を図ろうとする動 きが顕著に見 られるようになってきた.
キヤノンでも,独創技術 を活用 しつつ多角化戦略を展開すべ く,共存共栄を図る方針 にのっ
とり,この時期 にアメリカのIBM社,デ キサス ・インスツルメンツ社等 との間で,ま た日本企
業 とは㈱東芝などとの問で広範囲なクロスライセ ンス契約を締結するに至った.
4.特 許戦略 と製品戦略の共進化
4.1前 節 までのま とめ
前節の内容を合わせ,NPシ ステム複写機の開発 によ り,キヤノンの独 自な特許戦略が形成
された.(図4)
前節の説明にあったように,NPシステムを開発する前 に,明確 な特許戦略が見られていな
かったが,そのきっかけとなったのは,NPシステム複写機の開発であった.開 発には,ゼロッ
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図4:NPシステムの開発前後 特許戦略の比較
出所:筆者作成
クスの特許を回避する必要があったため,ゼ ロックスの特許を熟読し,開発の入 り口を探 し出
し,そ して多分野の人材 を採用 し,その交流の場を作 り上げた.さ らに,特 許担当者が開発の
現場 に立ち,技 術 を十分理解 した.そ れで,NPシ ステム複写機の開発が大いに成功 した.下
記図4に まとめてみたので参照されたい.
また,自 分たちが他社の特許網 を突破 したことにより,自分たちの成果 も当然なが ら,他の
者 に破 られた くない気持ちが自然にでてきて,技 術者たちか ら積極的に特許を出願するように
なった.
以上のように,NPシステムの開発の過程はその特許戦略の形成,また,その後の多角化への
進展 にも緊密につながっている.
4.2特 許戦略 と製品戦略の共進化
その前に,佐 々木 ・永田 ・平田 ・長谷川 ・遠山[2]の研究による 「特許戦略と製品戦略の共
進化」の概念について説明 しよう.
同研究には 「製品戦略と特許戦略は,技術選択を介 し,共 に進むものである」と指摘 してい
る.一 つ一つのキーワー ドを分析すると,
まず,製 品戦略 とは,ど のような製品を売 るかの戦略である.そ して,技術選択 とは,そ の
製品を開発するには,ど のような技術を開発するかを選択することである.さ らに,特 許戦略
とは開発された技術をどのように権利を確保するかの戦略である.
したがって,「特許戦略 と製品戦略の共進化」とは,製品戦略が進化 して,その技術選択の内
容 も変わり,そ して,そ の技術 を特許化する特許戦略も進化 してい くことを指す.
それでは,キヤノンのNPシ ステムの開発においては,「特許戦略と製品戦略の共進化」説が
成 り立つのかどうかについて図5を 参照 しながら,確 認する.
再 び,NPシステム開発プロセスを確認 してみよう.左 側の枠はその製品戦略,右 側の枠は
その特許戦略としよう.まず左側の消耗品ビジネスへの展開か らNPシ ステム複写機への開発
がスター トした.そ れによって,右 側は,競 争相手の特許を研究 し,そ れを回避できるような
技術選択を行った.そ のために,多 分野の人材 プールが形成され,さ らに特許担当者 も開発の
現場 に立ち入 り,ついに,NP方式が開発された.
また,開 発成果を直ちに特許を出願 して独 占権利を獲得 した.そ こでは,従 来の守 りの態勢
と異 なり,技術者には戦略的な特許マインドが形成され,自 ら特許を多数出願するようになっ
た.
また,他 社にライセンス して,技 術供与 も始まり,特許技術 も商品化 した.同 時に海外での
知的財産係争事件に対応できる体制も整った.
上記のようなや り取 りの問に,NPシステム複写機が大成功で収めた.
人材の多数採用により研究開発部門が拡大 され,更 なる開発に導いた.そ して技術者 に特許
図5:NPシ ステムにおける 「特許戦略 と製品戦略の共進化」
出所:筆 者作成
マイン ドが形成され,出 願件数や出願内容 も次第に膨大し,特 許業務を処理する組織の拡大に
も繋がった.
つまり,製品戦略 と特許戦略はお互いに影響 しながら,共 にも進化 してきた.
先行研究による 「特許戦略 と製品戦略の共進化」説は少な くとも,キヤノンのNPシ ステム
複写機の開発プロセスにおいて,確 認で きたと言えるだろう.
そして,キ ヤノンの製品戦略 と特許戦略がともに進むことができたポイントとして,い くつ
かをまとめてみた.
(1)競争相手の特許が自社製品開発の入ロ
ゼロックスの特許が確かに強固であった.そ の特許をそのまま使用 しようとすれば,ロ イ
ヤルティーを支払わなければならない.し かも永遠にゼロックスの追随 となる.そ こで,ゼ
ロックスの強固な特許網を破るために,丸 島氏はゼロックスの600件の特許を熟読 した.何
をすれば,ゼ ロックスの特許に回避できるかを研究 し,それにより,次のNPシ ステムの開
発の突破口の発見に繋がった.
(2)多分野人材の応募 と異分野の交流の場 を提供すること
開発のため,物 理分野,化 学分野,機 械分野の技術者をたくさん入社 させ,バ ランスの良
い技術体制がで きあがった.ま た,異 分野の技術者や特許担当者は,交流できる場を作 り上
げることにより,互いに刺激 し合い,つ いに新 しいアイデアが生まれ,そ こか ら更なる新製
品の開発に繋がる.
(3)特許担当者が開発現場に入 り,技術者 は特許への関心を深める
特許担当者が常に開発現場に入 り,製品開発の段階において参加させる.技 術選択の際
どのような技術は従来技術を回避で きるのか,ま たは従来技術からどんなヒン トをもらうか
をア ドバイスする.そ して,生 まれた新 しい発明に対 し,直 ちに権利を取得する.
また,技術者が常に自分の研究成果を守 ろうという意識を持ち,事 業を守ろうという姿勢
で特許を考える.特 許への関心 も深まる.こ れが 自然に技術者の身に付いたのが非常 に有意
義なことと評価されている.
さらに,技 術者同士あるいは技術者 と特許の人間が,互 いに刺激 しあって,製 品開発にお
いて,ど んな技術を選択すればよいのか,ど のような効果があるのか,既 存の技術はどんな
製品に繋がるのかを知 ることができた.
(4)事業の多角化
また,経 営 トップは事業の多角化を図るマインドも,製 品戦略と特許戦略の共進化の一つ
の要件 として挙げられると思 う.企業は常 に新 しい製品を考えなければならない.そ れはコ
ア技術を持ち,そ れにつながる製品の多角化 を図ることにより,市場で生き残る道を常に開
拓 しなければならないということである.こ のような経営マインドがあることこそ,研 究開
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写真5:キ ヤノンネット
出所:キ ヤノン㈱
http://www.canon.co.jp/about/history/episodeO4e.html
発 に投入 する力 を惜 しまない.
本文 では言及 しなか ったが,複 写機 の開発 に支 え られた のは,開 発者 と特 許担 当者だ けで
は な く,当 時 ヒッ ト商 品 とな ったキヤ ノンネ ッ ト(写真5)も 複写機 の開発 の支え となった.
カメラの中級機 として,爆 発 的に売れ た とい う.そ れ による利益 が キヤノ ン複写機 の開発 に
投 入 されていた.
(5)戦略 的特 許の考 え方の形成
分野 や製品 ご とに,特 許戦 略が異 なる.こ の点 につい て,長 谷川 ・永 田等[3]は,製 品 の
ライフサ イクル と技 術 の 自給 自足 度 を軸 に特許戦 略 を類 型化す る試みが あ る22).キヤノ ンの
場 合 は,カ メ ラ分野 と事務 機分野 も,考 え方が まった く反対 となる.カ メラ分 野 にお いては,
得 意分野 であ り,他 社 による模 倣品や類似 品の 開発 を防止す るため,特 許 にお いては,守 る
姿勢 を示 してい る.逆 に,当 時事 務機 の場 合 は,新 規参入 であ るた め,攻 め る姿勢 を示 して
い る.こ の考 えは今 で も非常 に参考 になる と思 われる.
(6)技術 を稼 ぐとい う発想
NPシ ステ ムに よるロ イヤ ルテ ィーの収入 は100億円が あ り,そ れは当時 に して も,現 在
にして も大 きい数字 であ ろ う.キ ヤ ノ ンは現在 で も,特 許 に よる収入 は年間200億円以上 も
あ るといわれて いる.し か し,丸 島儀一氏 は,お 金 を稼 ぐではな く,技 術 を稼 ぐこ とであ る
ことは本命 であ る とい う.こ の思想 に より,キ ヤノ ンは広範 囲で事業多 角化の展 開を可能 と
した.
4.3三 つ の意 識 の場
しか し,NPシ ステム複写 機の成 功 は前節 による共進化 だ けでは ない と筆者 の考 えであ る.
その開発 の過 程 にお いて は,技 術 者 ・特許担 当者 ・マーケ テ ィング担 当者 の間 に障壁 な く交流
22)長谷川 ・永田等[3]に参照.
の場が存在することを見出 した.本 論では3つ の意識の場 と提唱する.
第1の 意識の場 とは,多 分野技術者の交流の場である.第2の 意識の場 とは技術者 と特許担
当者の交流の場である.そ して,第3の 意識の場 とは技術者 ・特許担当者,市 場を理解 してい
るマーケティング担当者の交流の場である.
「特許戦略 と製品戦略が共進化」させるマネージメントが必要 としたら,同時にこの三つの意
識の場を設ける必要 もあるのではないか と思われる.
5.新 知的創造 サイクルの創 出
さて,キ ヤノンの製品戦略 と特許戦略の共進化は,図6に 示す フレームワークを循環 させる
ことにより実現 した.「知的創造サイクル23)」を唱えて きた昨今,筆者はキヤノン型モデルを「新
知的財産サイクル」 と提唱する.節 を改めて述べてい く.
5.1従 来の知 的創造サ イクル
従来の知的財産サイクル(図6)は,ま ず,知識が創造され,そ れを無形資産 として認識 し,
権利 を取得 し,権利を活用 し,それによる利益 は再び知識の創造へ再投資するという好循環で
ある.し かし,知識の創造のプロセス と権利の取得のプロセス,つ まり製品戦略 と特許戦略に
相当するものはそれぞれ独立 したものではな く,お互いに影響 しなが ら共に進むことであると
前節 において実証で きた.
5.2新 知 的創造サ イクル
本論では,知 識の創造 と権利取得のプロセスのお互いに影響 しなが ら,3つ の意識の場を提
供できる新たな知的創造サイクルを提唱する.図7を 参照 しながら,具体的に解説する.
[潜在的な市場ニーズ と市場ニーズ]
市場ニーズが明確に形成される前に,ユ ーザにも企業にも明確 に認識されていないニーズが
潜在 している.本 稿ではこの部分 を 「潜在的な市場ニーズ」 という.潜在的な市場ニーズか ら
企業の選抜あるいは消費者の自己開発により,明確な市場ニーズが形成される.
23)「知的財産の創造,保護及び活用に関する推進計画」(知的財産推進計画)(2003.7)により,「知的財産
を有効に活用して国富を増大させるためには,研究開発部門やコンテンツの制作現場において質の高い知
的財産を生み出し,それを迅速に権利として保護し,そして産業界においてその付加価値を最大化させて
いくことが求められる.さらに,そうした流れが確固たるものになればなるほど,その流れは骨太かつ盤
石なものとなり,より拡大された知的財産の再生産が始まることになる.つまり,そこに好循環(「知的創
造サイクル」)が生じることになる.」
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図6:従 来の知的創造サイクル
図7:新知的創造サイクル
出所:筆者作成
[企業による開発]
企業はこれらのニーズに従い,製 品戦略 を立て,技 術の選択を行い,そ れから,研 究開発が
始 まる.一 製品に関わる技術が多分野にわた り,多分野の人材が必要となる.研 究開発 を行 う
際に,異 なる分野の人材の交流できる場を提供することにより,新たな知識が生まれて くる可
能性が高 くなる.
ここで,研 究開発は社内で行われる場合,企 業内で交流の場が形成されるが,研 究開発 は社
外で行われる場合,複 数の事業単位が共同研究で きる場が必要である.そ うなる場合は,第 三
者機関の介入や,大 学の利用なども有効な方法であると思われる(こ の点については,筆 者は
別の論文で詳しく論述する).
[成功した開発&失 敗 した開発]
研究開発はすべて成功するわけではない.実 際,「センミツ」というほど,最初に渡 された課
題から外れたものが多い.成 功にして も,失敗 にしても,そ の結果を大切にしなければな らな
い.成 功 した場合,求められた新商品がで き,市場ニーズに満足させることができる.し かし,
より多いパ ターンとしては,今 度の開発が失敗 したが,そ の次 ぎの商品の開発 に繋が り,潜在
的なニーズの啓発になることもある.
[知的財産保護]
したがって,現 時点で成功 したもので も,失敗 したもので も,すべて権利 を取得 し,知的財
産保護を行 う.なぜなら,こ れらの権利はいつかの時点で,企 業の収益になって くるかもしれ
ない.そ の収益を研究開発に投資し,更 なる研究開発が進め られることにより,企業は発展 し
てい く.
こうした新知的創造サイクルが好循環を生むことにより,結果 として企業パワーがアップす
ると考えられる.そ の中に,技術者の間,技術者 と特許担当者の間,さ らにマーケティング担
当者との三者の問に,3つの意識の場が存在 している.そ の場作 りを強 く意識 しなが ら,マネー
ジメン トすることは大事ではないかと考える.そ の本質は,企業の知的財産から生む利益がさ
らに知的創造に投入 し,企業の繁栄を持続 させる牽引役 を期待 してのことである.
6.結 び
以上のように,次 の結びをしたい.
第一,キ ヤノンのNPシ ステム複写機の開発により,キヤノンの特許戦略が確実に進んできま
した.特 許戦略と製品戦略の共進化説が成 り立つ と確認で きた.
第二,キヤノンの事例か ら,知的財産経営の源泉 となるのは,三つの意識の場を確保 しなが ら,
特許戦略 と製品戦略を共進化させた 「新知的創造サイクル」の好循環によるものであると認識
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した.そ れを意識にマネージメントをすることは知的財産戦略の策定においては最重要ではな
いかと考える.
しか し,「新知的創造サイクル」は容易 に好循環 にならない.そ れは気力や資金力など,一企
業 に内在する限界があるか らである.
ここで,企 業と大学 または政府 との連携 いわゆる産 ・官 ・学の連携により,良好なインフ
ラを整備する必要がある.そ して,そ れ らを対応できる人材の育成の課題 も次第に出て くると
考えられる.こ の点は今後の課題 として,次 の研究で進めていきたい.
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